
上天草市龍ケ岳山頂自然公園及び上天草市「ミューイ」天文台の 

管理運営に関する協定書（案） 

 

上天草市（以下「甲」という。）と        （以下「乙」という。）

とは、上天草市龍ケ岳山頂自然公園（以下「公園」という。）及び上天草市「ミ

ューイ」天文台（以下「天文台」という。）の管理及び運営に関する業務（以

下「管理業務」という。）について、次の条項により協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、公園及び天文台の指定管理者による管理の規定条項であ

る、上天草市龍ケ岳山頂自然公園条例（平成１６年上天草市条例第１１６号。

以下「公園条例」という。）第１２条及び上天草市「ミューイ」天文台条例

（平成１６年上天草市条例第１０７号。以下「天文台条例」という。）第１

４条の規定により指定管理者に指定された乙が行う公園及び天文台の管理業

務に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（管理業務） 

第２条 甲は、各公園条例第１４条及び天文台条例第１５条の規定に基づき、

次に掲げる管理業務を乙に行わせる。 

（１） 公園及び天文台の施設及び設備（以下「施設等」という。）を使用さ

せる業務 

（２） 野外活動及び天文に関する相談に応じ、指導を行う業務 

（３） 野外活動及び天文の普及振興に必要な業務を行う業務 

（４） 施設等の管理及び運営に関する業務 

（５） 施設等の使用許可に関する業務 

（６） 施設等の利用料金の収受に関する業務 

（７） 施設等の維持及び修繕に関する業務 

（８） その他甲が施設等の管理上必要と認める業務 

（９） 自主事業 

２ 前項各号に掲げる業務の細目は、「上天草市龍ケ岳山頂自然公園及び上天草

市「ミューイ」天文台指定管理者仕様書」（以下「仕様書」という。）に定め

るとおりとする。 

 

（管理物件） 



第３条 乙が管理する施設及び物品等（以下「管理物件」という。）の対象は、

別紙１「上天草市龍ケ岳山頂自然公園及び上天草市「ミューイ」天文台施設

概要書」によるものとする。 

２ 乙は、管理物件を常に善良なる管理者の注意をもって管理しなければなら

ない。 

 

（指定管理者の責務） 

第４条 乙は、公園及び天文台が円滑に運営されるよう、次に掲げる関係法令

及び条例その他の関係規程等並びにこの協定の定めるところに従い、信義に

沿って誠実にこれを履行しなければならない。 

（１） 公園条例、公園条例施行規則（平成２５年３月２９日規則第１６号） 

（２） 天文台条例、天文台条例施行規則（平成１６年３月３１日規則第８７

号） 

（３） 地方自治法、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）、地方自

治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）その他の行政関係法令 

（４） 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）、自然公園法施行令（昭和

３２年政令２９８号）、自然公園法施行規則（昭和３２年厚生省令第４１

号）その他の自然公園関係法令 

（５） 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７

年法律第５７号）その他労働関係法令 

（６） 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２

０号）、同法施行令（昭和４５年政令第３０４号）、同法施行規則（昭和

４６年厚生省令第２号）、水道法（昭和３２年法律第１７７号）、建築基

準法（昭和２５年法律第２０１号）、消防法（昭和２３年法律第１８６号）、

電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）その他施設、設備の維持管理又

は保守点検に関する法令 

（７） その他 

ア 乙は、施設の管理に関し知り得た個人情報の保護を図るため、上天草

市個人情報保護条例（平成１７年上天草市条例第４号）第２７条第２項

の規定に従い、協定に定める安全確保の措置を講じること。 

イ 乙は、施設の使用許可承認等行政処分に相当する権限を行使するとき

は、上天草市行政手続条例（平成１６年上天草市条例第１６号）第２章

の規定を遵守すること。 

ウ 指定管理業務を行うに当たり作成し又は取得した文書等は、適正に管

理し５年間保存すること。指定期間を過ぎた後も同様とする。 



エ 乙は、業務の実施に当たっては、省エネルギーの徹底と温室効果ガス

の排出抑制に努めるとともに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進、

廃棄物の適正処理に努めること。また、環境負荷の軽減に配慮した物品

等の調達（グリーン調達）に努めること。 

２ 乙は、施設使用者の被災に対する第一次責任を有し、施設又は施設使用者

に災害があった場合は、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに甲に報告し、

甲の指示に従うものとする。 

３ 乙は、管理業務の継続が困難となった場合は又はそのおそれが生じた場合

には、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 

（指定の期間） 

第５条 甲が乙を指定管理者として指定する期間は、令和９年４月１日から令

和１４年３月３１日までとする。 

２ 管理業務に係る事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

（委託料） 

第６条 管理業務に対する委託料の額は、次の表のとおりとする。 

２ 各事業年度当初に甲乙協議した上で前項の委託料の支払計画書を作成し、

その計画に従って乙は請求し、甲は委託料を支払う。 

３ 甲は、前項の規定による適法な支払請求書を受理した日から３０日以内に

委託料を乙に支払うものとする。 

 

（委託料の額の変更） 

第７条 委託料の額を変更すべき特別な事情が生じた場合には、その都度、甲

乙協議の上、定めるものとする。 

 

（リスク分担） 

第８条 管理業務に関するリスク分担については、別記１のとおりとする。 

対象年度 委託料の額 

令和 ９年度 

各年度１２，１９７，０００円を上限として、対象年度の開始

前に対象年度の予算の範囲内で、甲乙協議した上で定めた額 

令和１０年度 

令和１１年度 

令和１２年度 

令和１３年度 



２ 前項に定める事項で疑義がある場合又は前項に定める事項以外の不測のリ

スクが生じた場合は、甲乙両者で協議の上リスク分担を決定する。 

 

（事業計画等の提出） 

第９条 乙は、各年度の２月末日までに、当該年度の翌年度に係る次に掲げる

内容を記載した事業計画書を甲に提出しなければならない。 

（１） 管理運営の体制 

（２） 事業の概要及び実施する時期 

（３） 管理業務に要する経費の総額及び内訳 

（４） その他甲が必要と認める事項 

２ 甲は、前項の計画書が提出されたときは、内容を審査し、必要な指示をす

ることができる。 

 

（業務報告） 

第１０条 乙は、月毎に次に掲げる事項を翌月１０日までに甲に報告するもの

とする。 

（１） 公園及び天文台の利用者に関する報告書 

（２） 実施した事業の内容及び実績に関する報告書 

（３） 財産及び物品の状況に関する報告書 

２ 甲は、管理業務の適正を期するため、乙に対し、前項に掲げるもののほか

管理業務及び経理の状況に関し必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査

し、又は必要な指示をすることができる。 

 

（事業報告） 

第１１条 乙は、毎事業年度終了後２か月以内に管理業務に係る事業報告書を

甲に提出し、その承認を得なければならない。 

２ 前項の事業報告書に記載する事項は、次のとおりとする。 

（１） 管理業務の実施状況 

（２） 公園及び天文台の利用状況 

（３） 管理経費の収支決算 

（４） 財産及び物品の状況に関する報告書 

（５） その他甲が必要と認める事項 

３ 甲は、施設の良好な管理状況を確保するため、管理業務の水準を表す適正

な指標を設定し、乙は、前２項の事業報告書と合わせ、指標に対する管理業

務の進捗状況を甲に提出しなければならない。 



４ 乙は、収支に関する帳票その他事業に係る記録を整備し、常に経理状況を

明らかにしておくとともに、甲が必要と認めるときは、その状況を報告しな

ければならない。 

 

（指定の取消し等） 

第１２条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、指定管

理者の指定を取り消し、又は業務の全部又は一部を停止させ、支払った経費

の全部又は一部の返還及びこれにより生じた損害の賠償を命じることができ

る。 

（１） 本協定に違反したとき。 

（２） 業務の処理が著しく不適当と認められるとき。 

（３） 前２号のほか乙が公園及び天文台の指定管理者として管理業務を継続

することが適当でないと認められるとき。 

２ 乙が、この協定を指定期間内に解除しようとするときは、その３か月前ま

でに甲の承認を得なければならない。 

３ 甲は、第１項に定める場合のほか、必要があるときは、業務の全部又は一

部を廃止することができる。この場合においては、甲は、廃止しようとする

日の３０日前までに乙に通知しなければならない。 

４ 前２項により、指定管理者の指定が取り消された場合における損害の賠償

については、甲、乙協議して定める。 

 

（原状回復義務） 

第１３条 乙は、その指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若

しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたとき

は、その管理しなくなった施設又は設備を速やかに原状に回復しなければな

らない。ただし、甲の承認を得たときは、この限りでない。 

 

（損害の賠償） 

第１４条 乙は、管理物件の管理業務の履行に当たり、乙の責に帰すべき事由

により甲又は第三者に損害を与えた場合は、損害を賠償しなければならない。 

２ 前項の場合において、損害を受けた第三者の求めに応じ甲が損害を賠償し

たときは、甲は乙に対して求償権を有するものとする。 

 

（保険契約） 

第１５条 乙は、甲が指定する期日までに、自己の負担により損害賠償責任の

履行の確保のため、保険契約を締結するものとする。 



２ 乙は、前項の規定による保険契約を締結したときは、保険証券の写しその

他の契約の内容を証する書面を、遅滞なく甲に提出するものとする。 

３ 乙が第１項の保険契約の変更を行ったときは、前項の規定を準用する。 

 

（再委託の禁止） 

第１６条 乙は、管理業務を他者に委託し、又は請け負わせてはならない。た

だし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

（個人情報の保護） 

第１７条 乙は、管理運営業務を実施するに当たっての個人情報の取扱いにつ

いては、別記２「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

 

（施設、設備等の使用） 

第１８条 乙は、管理物件を除く公園及び天文台の施設、設備及び物品を使用

するときは、甲の承認を得なければならない。 

 

（重要事項の変更の届出） 

第１９条 乙は、定款、事務所の所在地又は代表者の変更等を行ったときは、

遅滞なく甲に届け出なければならない。 

 

（書類の提出） 

第２０条 乙は、公園及び天文台の管理業務に必要な諸規則、非常時の体制を

整備し、これを甲に届け出なければならない。 

 

（業務の引継ぎ等） 

第２１条 乙は、指定期間が満了し、又は指定管理者の指定を取り消されたと

きは、円滑にかつ支障なく管理業務が継続できるよう、甲又は甲が指定する

者に対して、管理業務の引継ぎを行わなければならない。 

２ 甲が、指定期間の満了等により、新たに指定管理者の募集等を行う場合に

おいて、乙は、甲の求めに応じて、乙による指定管理業務の実施状況等に関

する情報を提供しなければならない。 

 

（協定の改定） 

第２２条 公園及び天文台の管理業務に関し、事情が変更したとき又は特別な

事情が生じたときは、甲乙協議の上、この協定を改定することができる。 

 



（協議） 

第２３条 この協定に関し疑義が生じたとき又はこの協定に定めのない事項に

ついては、その都度甲乙協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、

各自その１通を所持する。 

 

令和  年  月  日 

甲 熊本県上天草市             

代表者 上天草市長 堀江 隆臣    

 

乙                  

  



別記１ 

 

リスク分担表 

 

種 類 内 容 
負担者 

市 指定管理者 

物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の

増 
 ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

周辺地域・住民及び

施設利用者への対

応 

地域との協調  ○ 

管理業務の内容に対する住民及び施設

利用者からの反対、訴訟、要望への対応 
 ○ 

上記以外 ○  

法令の改正 施設管理又は運営業務に影響を及ぼす

法令改正 
○  

指定管理者に影響を及ぼす法令改正  ○ 

税制度の変更 管理業務に影響を及ぼす税制変更 ○  

一般的な税制変更  ○ 

政治、行政的理由に

よる事業変更 

政治、行政的理由から、管理業務の継続

に支障が生じた場合又は運営業務内容

の変更を余儀なくされた場合の経費及

びその後の維持管理経費における当該

事情による増加経費負担 

○  

不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落

盤、火災、争乱、暴動その他の市又は指

定管理者のいずれの責めにも帰すこと

のできない自然的又は人為的な現象を

いう。）に伴う、施設、若しくは設備又

は市が所有する備品の修復による経費

の増加及び事業履行不能 

○  

書類の誤り 仕様書等市が責任を持つ書類の誤りに

よるもの 
○  

事業計画書等指定管理者が提案した内

容の誤りによるもの 
 ○ 

資金調達 

 

経費の支払い遅延（市→指定管理者）に

よって生じた事由 
○  



経費の支払い遅延（指定管理者→業者）

によって生じた事由 
 ○ 

施設・設備の損傷 経年劣化によるもの（軽微なもの（注）） 

○ 

○ 

(10万円未

満) 

第三者の行為から生じたもので相手方

が特定できないもの ○ 

○ 

(10万円未

満) 

第三者への賠償 管理者としての注意義務を怠ったこと

により損害を与えた場合 
 ○ 

上記以外の理由により損害を与えた場

合 
○  

運営リスク 景気、社会情勢等の変動による施設利用

収入の減少 
 〇 

セキュリティ 警備不備による情報漏洩、犯罪発生  ○ 

事業終了時の費用 指定管理業務の期間が終了した場合又

は期間中途における業務を廃止した場

合における事業者の撤収費用 

 ○ 

 

（注） 「軽微なもの」とは、ドア類の金属補修、電気機器類の消耗部品等の

交換、機器等の修繕等で、１件につき１０万円未満のもの。 

 

  



別記２ 

 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１条 乙は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、

又は識別され得るものをいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この

協定による業務を行うに当たっては、個人の権利利益を侵害することのない

よう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２条 乙は、この協定による業務に関して知ることのできた個人情報を他に

漏らしてはならない。この協定が終了し、又は解除された後においても、同

様とする。 

（収集の制限） 

第３条 乙は、この協定による業務を行うために個人情報を収集するときは、

その業務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段によ

り行わなければならない。 

（適正管理） 

第４条 乙は、この協定による業務に関して知ることのできた個人情報の漏え

い、減失及び毀損の防止その他個人情報の適正な管理のために必要な措置を

講じなければならない。 

（利用及び提供の制限） 

第５条 乙は、甲の指示又は承諾がある場合を除き、この協定による業務に関

して知ることのできた個人情報を協定の目的以外の目的に利用し、又は第三

者に提供してはならない。 

（複写又は複製の禁止） 

第６条 乙は、この協定による業務を処理するために甲から引き渡された個人

情報が記録された資料等を、甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならな

い。 

（再委託の禁止） 

第７条 乙は、この協定による業務を行うための個人情報の処理は、自ら行う

ものとし、甲が承諾した場合を除き、第三者にその処理を委託してはならな

い。 

（資料等の返還等） 

第８条 乙は、この協定による業務を処理するために甲から引き渡され、又は

乙自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、当該業



務完了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指

示したときは、その指示に従うものとする。 

（従事者への周知） 

第９条 乙は、この協定による業務に従事する者に対して、在職中及び退職後

において、この業務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはな

らないこと、この協定の目的以外の目的に使用してはならないことその他個

人情報の保護に関し必要な事項を周知するものとする。 

（実地調査） 

第 10条 甲は、必要があると認めるときは、乙がこの協定による業務の執行に

当たり取り扱っている個人情報の状況について、随時実地に調査することが

できる。 

（事故報告） 

第 11条 乙は、この協定に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあること

を知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 

 


